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はじめに 

 

 人口減少に歯止めをかけ、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくため、

「まち・ひと・しごと創生法（平成２６年法律第１３６号）」が制定され、国におい

ては、人口の現状と将来の展望を提示する「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」

（以下「国の長期ビジョン」という。）と今後５か年の目標や施策の基本方向、具体

的な施策をまとめた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「国の総合戦略」   

という。）が策定された。 

 

また、地方公共団体においては、国の長期ビジョンと国の総合戦略を考慮して、

地方公共団体における人口の現状と将来の展望を提示する地方人口ビジョンおよび

地域の実情に応じた今後５か年の施策の方向を提示する市町村まち・ひと・しごと

創生総合戦略の策定に努めることとされた。 

 

人口減少は経済活動の低下や地域コミュニティの維持の困難性が増大するため、

本市においても人口減少対策は喫緊の課題と捉え、人口減少と経済の縮小の悪循環

を断ち切り、将来にわたり活力ある社会を維持することに取り組んでいく必要が 

ある。 

 

このため、本市の人口ビジョンでは、地方創生に取り組んでいくにあたっての  

課題を整理し、国の長期ビジョンの趣旨を踏まえたうえで、本市における人口の  

現状分析を行い、人口に関する認識を市民と共有し、今後目指すべき将来の方向性

と人口の将来展望を提示することとする。 
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（２）年齢３区分別人口構成について 

平成２２年（２０１０年）の時点では、年少人口（０～１４歳）および生産   

年齢人口（１５～６４歳）ともに国勢調査が開始されて以降最小となり、それぞれ

８，４８４人、３３，９８８人となる一方、老年人口（６５歳以上）は国勢調査が

開始されて以降最大となり、１４，６５９人となっている。※図２ 

また、年齢３区分別の人口構成割合は、年少人口が１４．９％、生産年齢人口が   

５９．５％、老年人口が２５．７％となっている。 

その推移をみると、年少人口割合は一貫して低下を続け、生産年齢人口割合も  

昭和５０年（１９７５年）の６５．１％をピークとして、その後は低下を続けて   

いる。 

一方で、老年人口割合は一貫して上昇が続いており、平成２２年（２０１０年）

には初めて４人に１人が６５歳以上の高齢者となっている。※図３ 

平成２２年（２０１０年）の年少人口割合を全国規模でみた場合、佐賀県は

１４．６％で全国第３位であることから、伊万里市の１４．９％という数値は人口

構成における強みと言うことができる。この強みを今後さらに磨き上げるためにも、

子育て世代や若者に選ばれる地域づくりが必要である。 

 

【参考：「国勢調査 年齢（３区分）別人口の割合―都道府県」０～１４歳の全国 

都道府県平均は１３．２％】 
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（３）産業別人口について 

 平成２２年（２０１０年）の市内の就業者数は２８，４０２人であり、産業別   

就業人口では第１次産業が２，７９３人、第２次産業が８，９５９人、第３次産業

が１５，９７９人となっている。※図４ 

男女別産業大分類別人口をみると、市内就業者のうち男性は「製造業」が最も  

多く、「建設業」「卸売、小売業」と続いており、女性については「医療、福祉」が

最も多く、「卸売、小売業」「製造業」と続いている。 

本市において、ある産業に就業している構成割合を全国の同じ産業に就業して 

いる構成割合で除した特化係数※１によれば、就業者数が多い、男性の「製造業」、  

女性の「医療、福祉」は係数１．０を超え、全国と比較した場合に就業割合が大き

いことがわかる。 

また、就業者数は少数であるが、「漁業」も特化係数が１．０を大きく超え、全国

と比較し就業割合が大きくなっている。※図５ 

本市の産業別就業人口の推移から、第３次産業は横ばい、第２次産業は平成７年

（１９９５年）の１１，２８５人をピークに微減傾向にあるが、第１次産業に   

ついては一貫して減少傾向を示している。 

総生産額の推移については、平成８年（１９９６年）から２３年（２０１１年）

のものであるが、第１次産業は就業人口の傾向と同じく減少傾向となっているが、

第２次産業は就業人口が減少傾向にある中、平成２１年（２００９年）のリーマン

ショックの影響による激減を示しているものの、それまでは増加の傾向で推移  

している。また、第３次産業は就業人口が微増しているが、生産額では微減傾向を

示している。※図６ 

平成２２年（２０１０年）の年齢階級別産業人口からは、第１次産業である農業、

林業の６０歳以上の高齢者が占める割合がおよそ２／３と極端に大きく、高齢化が

進んでいることが分かるため、担い手の育成など対策の必要がある。 

男性と女性のそれぞれで就業割合が多い「製造業」と「医療、福祉」については、

年齢構成のバランスが取れている。※図７ 

 

 

 

※１ Ｘ産業の特化係数＝当該地方公共団体のＸ産業の就業者比率／全国のＸ産業の就業者比率 
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（５）社会動態（転入・転出）について 

① 転入・転出の人数について 

   本市における転入者と転出者については、平成２０年（２００８年）から  

平成２６年（２０１４年）までの７年間は、すべて転出超過（転入より転出が

多いこと）による社会減の状態を示している。※図１１ 

   年齢別でみた場合、１８歳と１９歳の転出超過が他の年代に比べ顕著であり、  

これは、高校卒業後の就職や進学に伴う転出によるものと推察される。※図１２ 

   男女別でみた場合、男性については、２０～２３歳にかけてＵターン現象と

考えられる転入超過となっているが、女性については、１８歳と１９歳での  

転出超過の後もその傾向は続き、男性のような２０～２３歳にかけての転入 

超過の状態はみられない。※図１３、１４ 

また、男女ともに年齢が上がるにつれて、転入・転出ともに減少し、均衡した   

状態となっている。 

このように、女性の転出超過の傾向と、自然動態の項でも述べている２０～ 

３９歳の女性人口の減少という現状を合わせると、特に転出超過が顕著な１８～

２０歳代前半の女性の転出を抑制し、いかに女性の２０～３９歳のいわゆる再生

産年齢の中心となる世代の転入を増進させるかが、人口減少に歯止めをかける 

うえで重要になってくると考えられる。 
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② 転入・転出の地域について 

 平成２６年（２０１４年）の転入・転出の動向を地域ごとにみると、転出超過は

佐賀県内が１８６人で最も多く、次いで福岡県の１０１人となっており、転入超過

は長崎県の７３人が最も多く、５年間の平均でみると福岡県と佐賀県内では転出超

過であり、長崎県は転入超過となっている。※図１５、１６ 

 本市の場合は、東京都、大阪府、愛知県といった三大都市圏よりも、福岡県や   

佐賀県内、長崎県といった近県での転入・転出の移動が多くなっている。 

次に、近県の都市別に転入・転出の動向をみると、福岡市への転出超過６７人と

松浦市からの転入超過２６人が目立った数値であり、これは過去５年間の平均でも

同様の傾向となっている。※図１７、１８ 

佐賀県内の他市町との転入・転出の状況については、平成２６年（２０１４年）に   

限れば佐賀市と並び有田町への転出超過が７１人と突出しているが、５年間の平均に

おいては佐賀市、武雄市への転出超過が顕著である。※図１９，２０ 

福岡県、佐賀県、長崎県の都市では、福岡市と佐賀市を除くと、隣接する唐津市、

武雄市、有田町、佐世保市、松浦市が転入・転出の移動数が多くなっている。 

いずれも隣接市町であることを考えると、仕事の通勤圏内であるため、仕事を  

動機とした転出の他にも理由があるものと推察される。 

また、先に述べたように、１８歳と１９歳の転出超過が顕著であることから、  

この年代に限って転出の地域を詳しくみると福岡県への転出が最も多く、愛知県、

佐賀県内、長崎県、東京都と続いている。※表１ 

男女別でみると、男性では福岡県、愛知県、長崎県、広島県、佐賀県内と続き、

女性では福岡県、佐賀県内、愛知県、東京都、長崎県と続いている。※表２、３ 

このことから、福岡県、佐賀県内、長崎県の近県間での移動数が多いという本市  

全体の傾向に近いといえるが、愛知県や東京都といった三大都市圏が転出先の地域

となっていることもこの年代の特徴といえる。 

福岡市や佐賀市、また、隣接市町と比べ定住のより高い動機付けとなる施策に  

より転出を少しでも減らすことができれば、社会減の改善へつながることが期待 

される。 
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＜表１．平成２６年 １８歳と１９歳の転出先（全体）＞ 

 

 

＜表２．平成２６年 １８歳と１９歳の転出先（男性）＞ 

 

 

＜表３．平成２６年 １８歳と１９歳の転出先（女性）＞ 
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人数 41 25 20 13 11 8 7 5 29

転出先 福岡県 愛知県 長崎県 広島県 佐賀県 その他
人数 22 14 9 8 8 27
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２．人口の将来展望 

これまで整理した本市の人口の現状と課題および国立社会保障・人口問題研究所

（以下「社人研」という。）における人口推計をもとに、本市における目指すべき  

将来の方向性を示し、人口の将来展望を行う。 

本市の人口ビジョンの対象期間は、国の長期ビジョンの期間に合わせた平成７２

年（２０６０年）とし、基礎となる数値については、国が作成した「人口動向分析・

将来推計」のソフトを用いて国の方向性に沿って策定したものである。 

 

（１）社人研における推計とその年齢３区分別人口構成 

 社人研推計準拠※１によると、本市の総人口は平成２２年（２０１０年）の

５７，１６１人から平成５２年（２０４０年）にはおよそ２５％減の４５，６０３

人、さらには、平成７２年（２０６０年）にはおよそ３５％減の３６，８８５人と

見込まれている。 

また、民間の日本創生会議による推計ではさらに大きな減少が見込まれ、平成  

５２年（２０４０年）には４３，１９２人とされている。※図２１ 

社人研推計準拠の平成７２年（２０６０年）時点での年齢３区分別人口構成の  

見込みは、年少人口（０～１４歳）が４，４２５人（１２．０％）、生産年齢人口   

（１５～６４歳）が１９，５４３人（５３．０％）、老年人口（６５歳以上）が

１２，９１７人（３５．０％）となっており、老年人口は３人に１人以上の割合と

なる。 

年少人口の人数と割合、生産年齢人口の人数はともに一貫して減少し、生産年齢

人口の割合は増減を繰り返しながら減少傾向を示している。 

老年人口の人数については、平成３７年（２０２５年）の１７，２５８人をピー

クに減少へと転じており、割合については平成６２年（２０５０年）の３５．４％

をピークとし、その後は減少に転じているものの、総人口に占める割合は依然高い  

ため、人口構成の若返りを図る必要がある。※図２２、２３ 

 

 

※１ 社人研推計準拠 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成２５年３月推計）の 

平成５２年（２０４０年）の合計特殊出生率、純移動率、生存率を用い延長したもの。 
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 ② 人口の将来展望 

  社人研推計準拠のパターンＡは合計特殊出生率が現在の本市の水準より低い 

数値で設定してあることから、基準年である平成２２年（２０１０年）の    

５７，１６１人から、平成７２年（２０６０年）は３６，８８５人へとおよそ３５％

も減少することが見込まれている。 

  しかし、将来の方向性としたパターンＢは、平成２５年（２０１３年）の合計   

特殊出生率を今後とも維持させるとともに、社人研推計準拠の純移動率を収束 

させることを前提として推計したものであり、平成２２年（２０１０年）の  

５７，１６１人から、平成７２年（２０６０年）の４６，７０１人へとおよそ   

１８％の減少にとどまり、社人研推計準拠と比較し９，８１６人上回ることが見込

まれる。 

 

人口の将来展望 

 

 

 ③ 将来展望における年齢３区分別人口構成 

人口の将来展望における年齢３区分別人口構成をみると、平成７２年  

（２０６０年）時点での年齢３区分別人口構成の推計は、年少人口（０～１４歳）

が７，６９０人（１６．５％）、生産年齢人口（１５～６４歳）が２６，０７７人

（５５．８％）、老年人口（６５歳以上）が１２，９３４人（２７．７％）となる。 

年少人口および生産年齢人口の人数は減少傾向を示しているものの、社人研 

推計準拠と比較して、平成７２年（２０６０年）時点でそれぞれ、３，２６５人

と６，５３４人増加し、老年人口はほぼ変わらない人数となっている。 

このようなことから、人口構成割合は年少人口と生産年齢人口割合が大きく 

なり、いわゆる人口構成の若返りを図ることが可能となる。※図２５、２６ 
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（３）基本目標の設定 

ここで、将来の展望を見据え、以下４つの基本目標を掲げ、具体的な地方創生の

取組を進めていく。 

基本目標１ 

 産業振興により「活気あふれるまち」をつくる 

  企業誘致をはじめ、起業や市内企業への支援を柱とした雇用環境の創出により、

若年層の就労の希望がかなう社会環境を実現し、高校や大学等の卒業後の就職に

伴う転出の抑制をはじめ、地元就職やＵターンを促進するなど、若年層の突出し

た転出超過の是正を図り、「活気あふれるまち」をつくる。 

 

基本目標２ 

 地域資源を生かし「行きたいまち」をつくる 

  自然豊かな住環境や食の魅力あふれる本市への移住などＵＩＪターンを促進する

とともに、福岡都市圏との至近性や伊万里焼など伝統を受け継ぐ豊富な観光資源

を活用し、交流人口の拡大による地域経済の活性化を図り、ひとが集まる「行き

たいまち」をつくる。 

 

基本目標３ 

 市民みんなで「子育てしやすいまち」をつくる 

  出生数の増加と子育て世代の転出による減少を抑制するため、若い世代の結婚

の希望をかなえ、安心して出産、子育てができる社会環境の実現を図り、「子育て

しやすいまち」をつくる。 

 

基本目標４ 

 時代に合った都市づくりで「安心で住みたいまち」をつくる 

  今の時代において、本市に求められている地域づくりや、誰もが安全で安心な

暮らしができる社会環境の実現を図るとともに、本市の特性を生かした地域と 

地域の連携を進め、「安心で住みたいまち」をつくる。 
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おわりに 

 地方創生については、国の長期ビジョンや国の総合戦略のもと、本市に限らず  

全国の自治体で取り組まれ、それぞれにおいて独自の人口ビジョンおよび総合戦略

の策定に取り組んでいるが、人口の減少は今後の経済活動や市民の生活に大きな 

影響を及ぼすことから、将来にわたり活力ある社会を維持するためには、すぐに  

でも対策を講じる必要がある。 

 

本市の人口の将来展望を実現するためには、基本目標の達成が必要不可欠である

ことから、伊万里市まち・ひと・しごと創生総合戦略において、効果的で具体的な

施策を打ち出し実行していくこととする。 

 


